　平成25年第１回奥多摩町議会定例会予算特別委員会会議録
１　平成25年３月12日午前10時30分、第１回奥多摩町議会定例会予算特別委員会が奥多摩町議会議場に招集された。

２　出席議員は次のとおりである。

　　　　第１番　石田　芳英君　　第２番　宮野　　亨君　　第３番　高橋　邦男君

　　　　第４番　原島　幸次君　　第５番　杉村　良一君　　第６番　村木　征一君

　　　　第７番　師岡　伸公君　　第８番　酒井　正利君　　第９番　須崎　　眞君

　　　　第10番　竹内　和男君　　第11番　清水　典子君　　第12番　前田　悦男君

３　欠席議員は次のとおりである。

　　　　な　し

４　会議事件は次のとおりである。

　　　　別紙本日の『議事日程表』のとおり

５　職務のため出席した者は次のとおりである。

　　　　議会事務局長　浜野　武雄君　　議会係長　浅見　隆久君

６　地方自治法第121条の規定による出席説明員は、次のとおりである。

　　　　町長　河村　文夫君　　副町長　加藤　一美君

　　　　教育長　栃元　　誠君　　企画財政課長　若菜　伸一君

　　　　企画財政課主幹　守屋　吉彦君　　総務課長　原島　　肇君

　　　　住民課長　宮田　昭治君　　福祉保健課長　清水　信行君

　　　　観光産業課長　加藤　博士君　　地域整備課長　川村　文雄君

　　　　教育課長　井上　永一君　　会計管理者　清水　　明君

　　　　病院事務長　河村　光春君

　　　　

平成25年第１回奥多摩町議会定例会

予算特別委員会議事日程[第１日]

平成２５年 ３月１２日
午前10時30分開会・開議

	日程
	議案番号
	議　　　案　　　名
	結　果

	１
	――
	委員長開会・開議宣告
	――

	２
	――
	会期の決定について
	決　　定

	３
	――
	町長あいさつ
	――

	４
	議案第32号
	平成25年度奥多摩一般会計予算
	

	５
	議案第33号
	平成25年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計予算
	

	６
	議案第34号
	平成25年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計予算
	

	７
	議案第35号
	平成25年度奥多摩町国民健康保険特別会計予算
	

	８
	議案第36号
	平成25年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計予算
	

	９
	議案第37号
	平成25年度奥多摩町介護保険特別会計予算
	

	10
	議案第38号
	平成25年度奥多摩町下水道事業特別会計予算
	

	11
	議案第39号
	平成25年度奥多摩町国民健康保険病院事業特別会計予算
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（午後２時47分　散会）

午前10時30分　開会・開議

○委員長（酒井　正利君）　これより予算特別委員会を開会・開議します。

　予算特別委員長を務めさせていただきます、８番酒井正利でございます。

平成25年度がよりよい奥多摩町、住みよい奥多摩町になりますよう、ご審議をお願いいたします。

本日の出席委員は11名です。
本特別委員会の会期及び日程につきましては、本定例会の会議予定表のとおり進めたいと思いますので、委員会条例並びに会議規則の規定に基づき、合理的かつ能率的な審査ができますよう、委員並びに説明者各位のご協力をお願いします。

なお、本日の日程はお手元に配付のとおりであります。

次に、本特別委員会の開会に当たり、町長より挨拶があります。河村町長。

○町長（河村　文夫君）　おはようございます。

平成25年度の一般会計を始めとする各予算につきましては、予算特別委員会を設置していただき、これから審議をいただくわけでございますけれども、若干、各会計、あるいは町のこの予算に関しての事項について、お話をさせていただきたいと思います。

既に、全体的な予算の内容につきましては、加藤副町長から概略のご説明をさせていただきました。一般会計につきましては、59億4,000万円。前年に比べまして4,000万円の増ということで、0.8％の増額予算でございます。

それ以外の、特に山のふるさと村の予算、あるいは都民の森の予算については、前年同額ということで、これも既にご案内のように、東京都から10分の10の事業費補助をいただき、地域の活性化と地域の雇用対策という点で、非常に大きな役割を担っているというふうに思っております。

それ以外の介護保険、国民健康保険等々は、若干減額になりますけれども、１年を通じて、支障のない予算の編成をさせていただきました。

また、下水道の事業につきましては、今年を含めてあと３年で事業が完了する予定でございます。おかげさまで順調に住民の方々のご協力を得ながら事業を進捗しているという状況でございます。

また、常々申し上げていますとおり、下水道の事業については、減債基金を積み立て、将来下水道の事業が終わった段階では、据置期間が過ぎますので、それらを充当しながら、一般会計を充当しないでも、起債の償還ができるようにしていきたいというふうに思っております。

特に、下水道については過疎債、それから下水道債を利用しているものですから、地方交付税の算入がございますので、元利償還金の約５割から６割近くの部分を交付税で算入できるという制度を活用させていただいております。

また、病院事業等につきましては、おかげさまで東京都の医師の派遣であります、へき地医師の派遣事業に、数年前から医師を送っていただいております。数日前でございますけれども、島とそれから檜原、奥多摩町が医師確保対策事業の対象地域になっておりまして、来年度の医師の派遣についても決定いたしました。今来ていただいている自治医大の派遣医師が、本来ですと１年交代でございますが、継続して現在の医師を派遣する。また、支援ドクターとして、数年前から送っていただいております井上医師についても、継続して来年度も送っていただけるという決定がなされました。そういう状況の中で、病院の医師につきましては、現在の段階では非常に順調に医師の確保ができているという点でございます。

また、皆様からいろいろご指導、あるいはご提言をいただいておりました医師の確保に伴いまして、土曜診療、それから午後診療も、予約でありますけれども、これを受け付けをして、現在やっております。

ただ、私自身が残念なことは、奥多摩町の住民の人たちが、なかなか奥多摩病院にかかっていただけないということであります。そういう意味では、非常に多くの一般財源を投入しているわけでございますから、まず住民の人が奥多摩病院にかかっていただいた後、それ以降の高度医療が必要とした場合には、奥多摩病院からそれぞれの病院に繋げますので、是非、この辺がもう少し皆さんにわかっていただきたいなというふうに思っております。もちろん個人のかかりつけ医もあるでしょうけれども、奥多摩病院にはそれなりの医師、機材、それから人員を配置しておりますので、そういう点で、是非この辺を理解していただきたいなというふうに思うところでございます。
したがいまして、前年に比べて若干、外来患者、あるいは入院患者等が落ちているというのが24年度の実態でございます。病院改革プランにおきましても、それらを含めて住民の人たちにＰＲをしながら、かかりやすい病院のために、病院自身が努力してほしいという指示をしているところでございます。

いずれにしても、そういう点では、この奥多摩病院そのものが住民の医療、あるいは保健福祉医療の関係、また観光立町を標榜している奥多摩町としては、病院施設があることによって、ここに来ていただく人たちが安心して観光に来ていただけるという側面もあるのではないかなというふうに思っております。そういう点では、今後も病院の院長を中心として、病院の職員一同が、住民の医療の改善のために努力をしていきたいというふうに思っているところでございます。

また、特に財政問題でございますけれども、東京都では既に今、予算審議が始まっておりますけれども、６兆2,640億円、前年に比べて1.9％の予算審議が始まっております。そういう意味では、東京都の予算というのは非常に大きな予算でございまして、ある意味では投資的経費も伸びているという状況でございます。

先日でございますけれども、将門に通じる、鳩の巣へ通じるトンネルの貫通式がございました。これについては、私と議長が出席をさせていただきましたけれども、そういう意味で南岸道路等、早く丹三郎まで開通してほしいという意味では、東京都の予算の動向というのは非常に気にかかるところでございますけれども、ここ数年来、皆さんもご承知のように、非常に多くの予算が西多摩建設事務所管内から、奥多摩町の町内のいろんな部分に、いろんな事業をしていただいているところでございます。今後も大きな部分としては、南岸道路の推進について、さらに一層要望してまいりたいというふうに思っております。

そういう点では東京都の予算というのを、私どもの予算編成、あるいは予算執行については欠かせない予算であります。特に従来から申し上げておりますけれども、一般会計予算の中で東京都の支出金が占める割合というのは、24億3,276万4,000円ということで、前年より約500万円ほど減っておりますけれども、構成比でいきますと41％であります。その中で、24億3,276万4,000円のうち、当初予算で市町村総合交付金を14億円予定しております。また、国からいただく地方交付税でございますけれども、これについては13億2,000万円、前年に比べて2,000万円ほど増額し、予算編成をしております。構成比でいきますと22.2％であります。

この東京都の支出金と地方交付税を合わせますと、63.2％という数字でございます。半分以上が国と都の予算によって、奥多摩町の一般会計が成り立っているという状況であります。もちろん、一般会計から特別会計に約７億数千万円の繰り出しをしておりますから、そういう点では国・都のこの財源というのは、非常に大切な部分であるというふうに思います。

また、住民皆様からいただく貴重な税金でございますけれども、８億218万4,000円ということで、前年に比べまして750万円ほど減っております。構成比でいきますと13.5％ということで、ほぼ前年と同じ構成比でございます。先ほど申し上げました市町村総合交付金については14億円ですから、ある意味では最終的には町税の約２倍、昨年は16億円いただいておりますから、町税の２倍の額がないと、この一般会計、あるいは町の全体の事業が回らないということでございます。

そういう点では東京都の25年度予算の中に、市町村総合交付金、これは市長会、町村会が重点的に要望してまいりました。５項目の要望をいたしましたけれども、その中で市町村総合交付金を増額してほしいということで、復活で約12億円、復活をしていただきました。総額では465億円ということでございまして、前年に比べまして12億円の増額をしていただきました。

この市町村総合交付金を、いろんな意味で私どもは活用しております。一般会計の中のそれぞれの事業、また、独自政策である子育て支援、あるいは定住化対策、こういう問題についても、市町村総合交付金を活用させていただいております。
しかしながら、市町村総合交付金そのものが何にでも使えるわけではなくて、そういう部分の特殊性と同時に、みずからの自治体が、いかに努力をしているかということであります。そういう点で、要求すれば何でも東京都から交付されるという話ではなくて、私どもとしては行政改革を常に進めてまいっております。

既に国では、この予算の中で、7.8％の国の人件費を削減し、さらに地方においても人件費を削減しろという声が出ておりますけれども、地方六団体、都道府県、市町村等を含めて、我々は常にもう十数年来、この努力をしてまいっております。私自身の１期目のときに、既に２割の人員削減を行い、その部分で今、職員の部分に努力をしていただいております。

国において、国がやるから地方はやれという部分で、非常にまだ流動的なことがございますけれども、地方交付税の中で約4,000億円を削減されました。都道府県、全国の市町村では、まだこの問題について結論が出ておりません。国は７月までやると言っておりますけれども、今私が申し上げますように、ほとんどの市町村が国から言われる前に我々は努力をしてきている。そういう点では、国が上から押しつけて強制的にやるというのはいかがなものかという議論が今、起こっております。

いずれにしても、退職金の減額、あるいは人件費の減額等を含めて、それなりにやってきております。退職金についても、昨日、関係する市町村、退職手当組合の臨時議会がございました。４月１日から、今まで行われていた退職金が140万円削られました。そういう問題も含めて、片方では努力をしながら、片方ではその市町村の抱えている問題等について、ご理解をいただきながら、財源確保をしているという状況でございます。

新しい年度の大きな事業としては、かねてから私自身が申し上げてまいりましたけれども、基本計画、あるいは基本設計、あるいは実施設計がいよいよ今年度で済みますので、平成25年度、26年度で、鳩の巣荘の改築工事を実施したいという予算を計上させていただきました。

これにつきましても、従来から町の独自財源ではできませんので、もう既に数年前から観光立町である町にとってのシンボル施設、これを改築させていただきたい。そのシンボル施設と同時に、関連の旅館や民宿、あるいは観光施設の活性化を図っていきたい。また、雇用の確保を図っていきたいということを、ずっと数年来お願いし、努力をしてまいりました。

一定の見通しが立ちましたので、今回は新たに鳩の巣荘の改築計画の予算を計上させていただきました。その額が非常に、ある意味では一般会計の伸びを示しておるところでございます。それ以外につきましては、少子化対策の一部事業についての新規事業化、あるいは少子高齢化対策についての一部事業の拡大強化等の予算を組ませていただきました。

いずれにいたしましても、町がこれから、私自身が目標に掲げております健康で長生きをし、この町に住んでよかったという町をつくるためには、財源の確保をしながら、着実に身の丈に合った財政運営をしていきたいということを、常々申し上げてまいりました。もちろん私自身に夢がないわけではありません。しかし、その夢を追うためにも、確実な財源を確保しながら、一歩一歩前進するということが、この町にとって一番いい方法であるというふうに確信をしております。

どうか今回の１年間の予算につきましては、そういういろんなもろもろのことが組み込まれておりますので、各課長から詳細にわたってご説明をさせていただくと同時に、ご質問に対するご答弁を丁寧にさせていただき、全議案につきましてご審議を賜り、ご決定をいただきますよう、お願い申し上げまして、特別委員会の開会に当たりましてのご挨拶とさせていただきます。

どうぞよろしくお願いします。

○委員長（酒井　正利君）　以上で町長の挨拶は終わりました。

　これより審査に入ります。

　議題につきましては、去る３月５日開会の平成25年第１回定例町議会第１日に、予算特別委員会に審査が付託された、日程第４　議案第32号　平成25年度奥多摩町一般会計予算、日程第５　議案第33号　平成25年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計予算、日程第６　議案第34号　平成25年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計予算、日程第７　議案第35号　平成25年度奥多摩町国民健康保険特別会計予算、日程第８　議案第36号　平成25年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計予算、日程第９　議案第37号　平成25年度奥多摩町介護保険特別会計予算、日程第10　議案第38号　平成25年度奥多摩町下水道事業特別会計予算、日程第11　議案第39号　平成25年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計予算、以上の８件であります。

　総括的な説明は本会議において副町長より行われておりますので、本日は各課長より所管の説明を求めます。

　なお、説明される各課長は自席で着席したまま、簡潔に、また、特に新規事業や前年度と大きく変わっている点や要点をわかりやすいように説明願います。

　初めに議案第32号　平成25年度奥多摩町一般会計予算の歳入について、まず、住民課長より順次説明願います。住民課長。

○住民課長（宮田　昭治君）　平成25年度当初予算説明資料、議案第32号　平成25年度一般会計予算のご説明をいたします。

11ページをお開きください。歳入の説明をいたします。

款01町税の個人税では、対前年比0.66％減の２億4,067万円の計上で、自然減によるもので、法人税では、対前年比10.52％増の2,801万6,000円を見込むもので、下水道工事による事業の増によるものと考えられます。

固定資産税では、対前年比1.84％減の３億2,923万3,000円を見込むもので、幾らかの新築がございまして、家屋では6.7％ほど伸びておりますが、土地と償却資産の減が見込まれるため、全体的に減となります。

国有資産等所在市町村交付金及び納付金では、対前年比4.52％減の１億5,317万7,000円を見込んでおりますが、償却資産の減が続いております。

軽自動車税では、対前年比2.85％増の1,178万4,000円を見込むもので、軽車両の個人の保有台数の増加によるものです。

12ページをお開きください。たばこ税では、対前年比17.76％増の2,890万3,000円を見込むもので、税制改正の増によるものです。

鉱産税では、対前年比2.21％増の456万3,000円を見込むもので、実績により計上しております。

入湯税では、1.84％減の583万8,000円を見込むもので、鳩の巣荘の改築により一時税収が落ち込んでいると思われます。

○企画財政課長（若菜　伸一君）　款02地方譲与税では、地方揮発油譲与税は997万7,000円、自動車重量税、重量譲与税は2,400万円、13ページへ移りまして、款03利子割交付金は、321万9,000円、款04配当割交付金は180万9,000円、款05株式等譲渡所得割交付金は39万1,000円、款06地方消費税交付金は、6,113万6,000円、款07自動車取得税交付金は、1,700万8,000円、款08地方特例交付金57万円、款09地方交付税13億2,000万円、14ページをお開きいただき、款10交通安全対策特別交付金200万円は、いずれも通知によるものでございます。

○福祉保健課長（清水　信行君）　款11分担金及び負担金でございます。

民生費負担金2,045万3,000円は、前年度に対し532万9,000円の減で、保育料負担金1,766万4,000円は、保育所措置児童数の見込み数の減少に伴い、保育料保護者負担金が531万6,000円減額となるものです。

児童育成費負担金252万円は、放課後児童健全育成事業費で、氷川・古里学童保育会の保護者負担金で、前年度と同額を見込むものです。

過年度負担金は、保育料、保護者過年度負担金を、実績により24万7,000円を見込むものです。

社会福祉負担金２万2,000円は、難病患者等ホームヘルプサービス事業費負担金で、前年度と同額を見込むものです。

○教育課長（井上　永一君）　教育費負担金でございますが、対前年度比1,110万円の増額でございます。

内容でございますが、９月29日に開催されます国民体育大会本大会ロードレース競技を共同開催いたします八王子市、あきる野市、檜原村からの国民体育大会運営経費負担金でございます。ロードレース競技につきましては、幹事である町が競技に要する費用を一括して負担し、その費用から競技会運営に対する東京都の補助金を控除した残額を均等割して、共催の八王子市、あきる野市、檜原村から、町へ納入いただくものでございます。

○福祉保健課長（清水　信行君）　15ページをごらんください。款12使用料及び手数料です。

民生使用料120万8,000円は、福祉施設使用料で、高齢者在宅サービスセンターと白丸デイサービスセンターの施設使用料として、それぞれ前年度と同額を見込むものです。

○観光産業課長（加藤　博士君）　次に、農林水産業使用料でございますが、1,300万4,000円を計上するもので、簡易給水施設使用料につきましては、給水戸数の減少により２万円減の105万7,000円を、農林水産施設使用料につきましては、減免期間の修理や、海沢のふれあい農園のラウベ増設などにより、201万7,000円増の1,194万7,000円を計上するものです。

商工使用料でございますが、3,828万円を計上するもので、免除期間の終了や施設増設などで増額となる項目もありますが、鳩の巣荘の解体に伴う減額や、小丹波駐車場の利用料を実績により算出したことで、76万9,000円の減額となります。

○地域整備課長（川村　文雄君）　土木使用料でございますが、16ページをごらんください。3,222万3,000円につきましては、住宅使用料、道路河川使用料を見込むものでございます。

○教育課長（井上　永一君）　教育使用料でございますが、236万円を計上させていただき、前年度比49万4,000円の減額となっております。

使用料につきましては、17ページの文化会館使用料まで、実績により計上しておりますが、主に美術館使用料が減額しております。

○住民課長（宮田　昭治君）　款12使用料及び手数料、総務手数料につきまして、369万4,000円の計上は、前年度実績をそれぞれ勘案して計上しておりまして、18ページをお願いします。衛生手数料、1,501万2,000円の計上は、対前年比24万3,000円の減は、じんかい処理手数料等前年度の実績により計上しております。

○福祉保健課長（清水　信行君）　款13国庫支出金です。

民生費国庫負担金9,689万7,000円は、前年度に比べ687万円の減となるもので、社会福祉費負担金では、説明欄記載の国民健康保険事業費、障害者自立支援事業費及び障害者自立支援医療給付事業費について、それぞれ給付費の２分の１を見込むものです。

19ページをごらんください。児童福祉費負担金では、保育所措置費負担金1,899万8,000円は、保育児童数の減少に伴い、前年度に比べ314万1,000円の減額を見込み、児童手当費負担金3,141万2,000円は、児童手当の支給について所要額の国庫負担分を、それぞれ年齢区分別に見込むものです。

衛生費国庫負担金は、未熟児養育医療事業が東京都から区市町村に移管されたため、新たに設置した科目で、医療費の見込額から自己負担分を差し引いた額の２分の１が措置されるものです。

国庫補助金です。民生費国庫補助金474万1,000円は、社会福祉補助金は難病患者等ホームヘルプサービス事業補助金、障害程度区分認定等事業費補助金、障害者地域生活支援事業補助金について、それぞれ事業費の２分の１を見込むものです。

20ページをお開き願います。児童福祉費補助金183万9,000円は、子育て支援交付金として、主としてファミリー・サポート・センター事業費等の、衛生費国庫補助金57万円は、女性特有のがん検診推進事業費の、それぞれ２分の１の額を見込むものです。

○地域整備課長（川村　文雄君）　土木費国庫補助金1,000円につきましては、窓開けの予算でございます。

○教育課長（井上　永一君）　教育費国庫補助金60万円を計上し、前年比２万円の減額となっております。小学校費、中学校費補助金で、理科教育設備整備費等補助金は、前年度と同様に計上いたしましたが、前年度予算計上しておりました中学校費補助金のうち、要保護児童生徒援助費補助金が対象となる児童生徒がいないため、減額となっております。

○総務課長（原島　　肇君）　続きまして、消防費国庫補助金は650万円の計上で、東京都における緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を推進する条例が施行されたことに伴い、奥多摩町では国道411号線が特定緊急輸送道路に指定されました。地震発生時に倒壊による道路の閉塞を防ぐため、昭和56年６月１日以前に建築され、道路を塞ぐおそれのある建築物を、東京都西多摩建築指導事務所の指導のもと調査した結果、26棟の建物が該当とされました。

このため、昨年12月１日付で耐震診断、耐震補強設計、耐震改修に係る３本の補助要綱を施行し、平成25年度は、耐震診断の補助を実施するための予算計上でございます。この耐震診断補助につきましては、国庫補助金では社会資本整備総合交付金として、首都直下型地震に備える建築物の緊急耐震化計画に基づく補助率２分の１の事業となり、東京都の補助金と合わせ、個人の持ち出しはありません。なお、耐震補強設計、耐震改修に基づく予算につきましては、26年度計上となります。

○住民課長（宮田　昭治君）　総務費委託金15万9,000円は、対前年比13万円の増で、新年度から外国人登録事務委託金にかわりまして、次のページの中長期在留者居住地届出等事務費に変更となり、13万9,000円を計上しております。

○福祉保健課長（清水　信行君）　民生費委託金、児童福祉費委託金は、特別児童扶養手当の事務費を見込むものです。

○住民課長（宮田　昭治君）　国民年金費委託金194万1,000円は、前年同様の計上をしております。

○福祉保健課長（清水　信行君）　次に、款14都支出金です。

民生費都負担金9,464万3,000円は、前年度に比べ211万5,000円の減で、社会福祉負担金の主なものは、行旅死亡人取扱費負担金５体分で81万9,000円、国民健康保険保険基盤安定繰出負担金が923万2,000円、後期高齢者医療保険基盤安定繰出負担金、1,773万6,000円、在宅心身障害者福祉手当負担金1,835万8,000円、障害者自立支援給付費負担金2,117万9,000円、22ページをお開きいただき、障害者医療費負担金139万1,000円、地域自殺対策緊急強化基金事業負担金70万5,000円と、それぞれ記載の負担率で見込むものです。

児童福祉費負担金2,498万1,000円は、保育所措置費負担金949万9,000円は、措置児童数に対する法定の負担分、児童育成手当費負担金844万8,000円、児童手当費負担金703万4,000円は、それぞれ対象年齢別の児童数の積算により見込むものです。

　23ページをごらんください。衛生費都負担金６万5,000円は、国庫負担金でもご説明いたしましたが、未熟児養育医療事業に対する都の負担金を新たに計上するものです。

○企画財政課長（若菜　伸一君）　総務費都補助金のうち、市町村総合交付金14億円は、前年度当初と同額を見込むものでございます。

○地域整備課長（川村　文雄君）　総務管理費補助金300万円につきましては、交通安全施設等の整備事業補助金で補助率は３分の１、棚沢地区の防護柵設置工事を予定しております。

○企画財政課長（若菜　伸一君）　公共施設調整交付金１億6,302万8,000円は、水道局からの交付金で、小河内浄化センター管理運営費と覚書分でございます。

伐木事業補填収入842万1,000円も、東京都水道局からの交付金です。
電源立地地域対策交付金800万円は、発電施設のある自治体に交付されるものでございます。

○福祉保健課長（清水　信行君）　民生費都補助金１億3,069万1,000円は、前年に比べ93万6,000円の減を見込むもので、社会福祉費補助金5,852万7,000円のうち、地域福祉推進包括補助事業補助金1,790万6,000円は、ボランティア活動助成事業に所要額の２分の１、社会福祉協議会運営費補助金及び低所得者・離職者対策事業は定額で、例年同様に見込むもので、24ページをお開きいただき、成年後見制度利用支援事業費は昨年と同様に、権利擁護推進期間を設置するための事業費の２分の１を見込み、福祉サービス第三者評価事業費から、人にやさしい道づくり整備事業費については、それぞれ記載の補助率により、前年度同様に見込んだものです。

高齢社会対策包括補助事業補助金1,208万円は、説明欄の高齢者外出支援サービス事業費補助金を始め、それぞれの事業に充当する補助金を、それぞれの補助率で見込んでおりますが、新たな事業を申し上げますと、高齢者ふれあいサロン関連事業では、平成23年度において各自治会の生活館等に冷暖房機が完備されたことを踏まえ、生活館等を開放し、高齢者及び自治会の皆さんが気軽に集まれるふれあいサロンとして活用していただくため、各自治会に委託して運営していただくのに必要な光熱水費等相当額を計上しており、特に夏場は、節電と熱中症対策も兼ねて実施するものでございます。

25ページをごらんください。シルバー人材センター補助金991万7,000円は、人件費等の所要額を見込むものです。老人クラブ助成事業補助金73万6,000円、シルバー交番設置事業補助金591万4,000円につきましても、前年同様に見込むものです。

障害者施策推進包括補助事業補助金966万3,000円は、説明欄の奥多摩の福祉の冊子作成事業以下、26ページお開きいただき、障害者就労サポート事業まで、それぞれの補助率で見込むもので、難病患者等ホームヘルプサービス事業費から、高次脳機能障害者支援促進事業費まで、それぞれの事業に充当する補助金を、説明欄記載の補助率で見込むものです。

児童福祉費補助金7,216万4,000円は、ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業補助金から、27ページ中段の東京都子ども医療費助成事務費まで、それぞれ説明欄の事業に充当する補助金を例年同様に見込むものですが、主な事業は保育所措置費で、認可保育所の運営費に充てる子育て推進交付金が4,485万円、放課後児童健全育成事業費で、学童保育の運営補助金298万9,000円、子ども家庭支援センター事業費補助金1,323万8,000円です。

衛生費都補助金2,869万円のうち、医療保健政策包括補助事業補助金2,469万2,000円は、説明欄の難病医療相談事業補助金から、28ページ中段の高齢者地域支援事業（熱中症対策関連事業）まで、それぞれの事業に充当する補助金を見込むものです。

このうち新規の事業としては、中段に記載した在宅療養地域包括ケア推進環境整備事業費800万円については、都の先駆的事業として、10割の補助率で計上したものですが、病院等から退院された後の在宅療養について、専門の看護師による相談体制を設けるとともに、在宅の高齢者の方々について、認知症等の早期発見のため、保健・医療・福祉の各機関をコーディネートし、できるだけ住みなれた地域での生活を支援するための事業で、社会福祉協議会に委託して実施するものでございます。

精神保健福祉地域相談事業補助金268万円から、29ページの食育推進活動支援事業費補助金までは、例年どおり説明欄記載の補助率で見込むものです。

○住民課長（宮田　昭治君）　環境衛生費補助金1,000円の計上は、犬ねこ等の公示事務費で前年同様の経常です。

○観光産業課長（加藤　博士君）　農林水産業費都補助金でございますが、１億1,260万4,000円を計上するもので、農業費補助金につきましては、説明欄４段目の山村地域農林業振興事業費で整備を予定しております栃寄養魚池取水口整備等導水管設置、その下の都補助土地改良事業費での農道９路線の計画策定が新規事業となりますが、海沢の体験農園のラウベ３棟増設の終了に伴い、前年対比では1,509万2,000円の減額となります。

節の林業費補助金につきましては8,780万2,000円を計上するもので、説明欄の松くい虫駆除対策事業費につきましては、薬剤注入料の増により118万3,000円を計上し、その下の環境政策推進事業費につきましては、林地からの木材搬出機械やトラックなどを購入するため、686万4,000円を新たに設けたものでございます。

○地域整備課長（川村　文雄君）　都補助林道開設事業費、補助率10分の10で、名坂線林道開設工事を予定しています。

都補助林道開設舗装事業費、補助率10分の７につきましては、説明欄記載の４路線を予定しております。

○観光産業課長（加藤　博士君）　商工費都補助金でございますが、1,154万9,000円を計上するもので、前年対比420万4,000円の増額となります。これは節の観光費補助金では、山村振興事業費でのワサビ料理本作成で47万3,000円を新たに設け、観光施設整備事業費で２カ所のトイレ設置と看板設置で839万4,000円を計上するものです。

商工費補助金につきましては、前年同額の計上となっております。

○地域整備課長（川村　文雄君）　31ページをごらんください。土木費都補助金5,965万5,000円につきましては、説明欄記載の市町村土木補助金、補助率２分の１でございまして、記載の６路線の整備を予定してございます。

○教育課長（井上　永一君）　教育費都補助金でございますが、6,721万1,000円を計上し、対前年比1,840万7,000円の増額でございます。

教育総務費補助金、社会教育費補助金につきましては、実績により計上し、保健体育費補助金は国民体育大会本大会実施に伴う競技施設の整備、競技普及啓発、大会運営、大会気運醸成経費に対する補助金を、対前年比2,370万円増額で計上させていただきました。

増額の内容でございますが、昨年実施いたしましたリハーサル大会の大会運営で、八王子市、あきる野市の交通警備員が、警察との調整により増員し、経費が増額したこと、競技施設整備費に対する補助率が上がったことで、それぞれの経費に対する補助金が増額となり、25年度予算もその実績に基づき計上させていただきました。また、前年度計上しておりました小学校費補助金の古里小芝生化事業に対する500万円が減額となっております。

○総務課長（原島　　肇君）　32ページをお開きください。消防費都補助金は600万円の計上で、国庫補助金でご説明いたしました、特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震診断補助に係る東京都補助金の予算計上で、補助率２分の１の事業となります。

○住民課長（宮田　昭治君）　総務費委託金、総額で3,237万6,000円で、対前年比2,347万1,000円の増で、徴税費委託金827万1,000円は、税務総務費、都税取扱事務費、対前年22万5,000円の減の677万1,000円の計上と、賦課徴収費、都税取扱事務費は、前年同様の150万円の計上で、戸籍住民基本台帳費委託金９万4,000円は、前年同様の計上でございます。

○総務課長（原島　　肇君）　選挙費委託金は2,348万6,000円の計上で、７月22日任期満了となります東京都議会議員選挙費、及び７月28日任期満了となります参議院議員選挙費の経費となります。

統計調査費委託金は49万5,000円の計上で、説明欄にございます調査委託金でございます。

○住民課長（宮田　昭治君）　総務管理費委託金３万円は、人権啓発活動活性化事業委託金、人権の花の事業で、前年同様の計上です。

○福祉保健課長（清水　信行君）　民生費委託金42万8,000円は、社会福祉費委託金で、それぞれ説明欄記載の事業に対する事務費委託金で、前年同様に見込むものです。

○観光産業課長（加藤　博士君）　農林水産業費委託金につきましては、都民の森の管理運営に関する委託金として、前年度比36万7,000円減の6,387万円を計上するものです。

商工費委託金につきましては、山のふるさと村の管理運営費と、河川等清掃委託金として、前年度比３万9,000円減の１億4,104万6,000円を計上するもので、河川等清掃委託金を実績としたことによるものです。

○地域整備課長（川村　文雄君）　土木費委託金1,851万1,000円につきましては、奥多摩周遊道路管理事務費委託金、及び都営住宅募集事務費でございます。

○教育課長（井上　永一君）　教育費委託金は6,493万9,000円を計上し、前年比46万6,000円の減額でございます。

これは教育総務費委託金のうち、34ページをごらんください。スポーツ教育推進校事業委託金を計上したことで増額しておりますが、これにつきましては24年度補正予算で対応させていただいております。また、社会教育費委託金のうち、水と緑のふれあい館管理運営委託金が、管理運営に要する歳出経費が減額していることから、東京都との協定により、都からの委託金も減額となっております。

○企画財政課長（若菜　伸一君）　款15財産収入では、財産貸付収入3,883万8,000円は、それぞれ説明欄に記載がございます貸地料が2,743万7,000円、貸家料が1,055万4,000円、35ページをごらんをいただき、物品貸付料は２カ所で、84万7,000円でございます。

利子及び配当金55万1,000円は、説明欄にございます各積立基金の利子を見込むものでございます。

不動産売払収入1,000円は、科目措置でございます。

款16一般寄付金10万円、36ページをお開きいただき、指定寄付金160万円は、見込額として計上するものでございます。

款17繰入金のうち特別会計繰入金は、介護保険特別会計繰入金2,000円、後期高齢者医療特別会計繰入金50万円は、いずれも科目措置によるものです。

基金繰入金では、財政調整基金繰入金3,800万円、公共施設整備基金繰入金１億7,000万円、教育文化振興基金繰入金240万円、37ページの減債基金繰入金5,000万円、観光施設等整備基金繰入金１億円は、いずれも財源調整のため取り崩しを行うものです。

款18繰越金3,000万円は、前年度の繰越金の見込額を計上するものです。

款19諸収入では、延滞金20万1,000円、町預金利子８万7,000円は、それぞれ見込額の計上でございます。

民生費貸付金元利収入157万8,000円は、平成19年台風９号並びに平成23年台風12号による災害に伴います救済貸付金の元利償還金でございます。

38ページをお開きください。森林再生事業受託収入１億9,078万8,000円、巨樹・巨木林調査データ整備受託収入55万円、花粉症発生源対策事業受託収入１億4,009万5,000円、農産物有害鳥獣対策受託収入900万円は、それぞれ東京都などからの受託収入でございます。

弁償金4,000円は、科目措置です。

実費徴収金2,871万4,000円は、説明欄40ページまで記載の施設の電気量、保険料、貸地料等の実費徴収金を見込むものでございます。

41ページをお開きください。過年度収入3,000円は、科目措置でございます。

市町村振興宝くじ収益配分金1,300万円は、見込額を計上するものです。

東京市町村自治調査会助成金150万円は、みどり東京温暖化防止プロジェクト助成金として、森林保全事業を行うための助成でございます。

スポーツ振興くじ助成金78万6,000円は、サッカーくじ、通称ｔｏｔｏの助成金によりまして、登計原の総合運動場の天然芝生の維持事業を行うための助成でございます。

雑入476万8,000円は、42ページまでの説明欄に記載の、各事業による収入を見込むものでございます。

42ページをお開きいただき、款20町債では、臨時財政対策債１億7,200万円は、地方交付税の不足分を借り受けるもので、全額が次年度以降の地方交付税に算入されるものでございます。

以上で歳入の説明を終わります。

○委員長（酒井　正利君）　以上で歳入の説明は終わりました。

次に、歳出について。まず給与費について総務課長より説明願います。総務課長。

○総務課長（原島　　肇君）　43ページから歳出に入りますが、その前に人件費について総括的に説明をさせていただきます。

192ページの給与費明細書をお開きください。

初めに、特別職になります。本年度の欄ですが、長等は、町長・副町長の二人で、給与費のうち、給料は1,609万2,000円、期末手当657万9,000円、地域手当128万8,000円、退職手当負担金473万5,000円。１つあけまして共済費429万円。合計3,298万4,000円でございます。

議員は12人で、報酬4,452万円、１つあけまして期末手当1,109万3,000円、３つあけまして共済費2,405万4,000円、合計7,966万7,000円でございます。その他は765人で、報酬4,358万2,000円。合計金額も同額でございます。計で職員数779人、報酬8,810万2,000円、給料1,609万2,000円、期末手当1,767万2,000円、地域手当128万8,000円、退職手当負担金473万5,000円。１つあけまして共済費2,834万4,000円。合計１億5,623万3,000円でございます。

下段の比較の欄ですが、長等及び議員に給与費の増減はありません。長等の共済費2,000円の減は、精査によるものです。その他の職員数は63人の増。報酬の123万3,000円の増は、主に選挙にかかるものを見込んだものでございます。

次ページをお願いします。一般職となります。本年度の欄でございますが、職員数90人。１つあけまして給料３億5,346万3,000円、職員手当２億9,938万2,000円。１つあけまして共済費１億2,092万1,000円。合計７億7,376万6,000円でございます。

３行目の比較の欄ですが、職員数の２名増は観光産業課に施設整備係、教育課に国体推進係を設置したための増。給料の181万8,000円の増は、定年退職者が多いため、人事異動による減は620万6,000円だったものの、給与改定で、251万2,000円、定期昇給で551万2,000円の増となったものです。職員手当の221万円の増は、下段の内訳をごらんください。

３行目、比較の欄で、扶養手当96万6,000円、地域手当29万3,000円の増は、職員数増によるもの。住居手当は支給要件の変更により、529万8,000円の減、管理職手当81万7,000円の増は職員増、超過勤務手当393万7,000円は、選挙事務分を見込んでおります。通勤手当45万3,000円、期末勤勉手当78万7,000円、退職手当組合負担金36万5,000円は、職員の増によるもの。児童手当及び子ども手当につきましては、制度が改正されたことによるものです。

最後になりましたが、上段の共済費745万円の増は、長期給付、いわゆる年金の事業主負担金の率が改定されるための増となります。
194ページから199ページまでは付属資料となりますので、ご参照ください。

以上で給与費明細書の説明を終わります。予算書の43ページにお戻りください。

○議会事務局長（浜野　武雄君）　議会事務局費の欄をごらんください。

議会事務局費の前年度比47万5,000円の減は、職員給料手当等が主な減額理由でございます。

44ページの議会運営費の前年度比58万9,000円の減は、節14の使用料及び賃借料が主なもので、これは会議録編集システム賃借料が減となったものです。そのほか備品購入費等の減によるものです。

議会費は、以上でございます。

○総務課長（原島　　肇君）　款02総務費に入ります。

総務管理費の一般管理費では、総額で２億8,795万6,000円の計上で、対前年比640万5,000円の増額で2.3％の伸びとなります。

次ページをお願いします。初めに一般管理費です。２億3,651万7,000円の計上で、前年比531万9,000円の減額計上となります。隔年で実施をしております功労者表彰式の該当年度となりますので、報酬に表彰審査委員会委員報酬を計上いたしました。２の給料から４の共済費まで、特別職２名及び職員18名の人件費の計上です。

次ページをお願いします。賃金は育休代替職員１名を含め、５名分の715万6,000円の計上で、昨年比２名減、108万6,000円の減額計上です。旅費は漸増。公債費は100万円の計上で増減なし。町の利益のため、町を代表して外部と交渉するために要する経費の計上でございます。

需用費は193万6,000円で、前年比83万5,000円の増額で、消耗品、食糧費、印刷製本費でそれぞれ功労者表彰式分を見込んだ計上となっております。また、役務費につきましても賞状筆耕料を新たに載せまして、表彰式に備えるものでございます。

委託料は、職員採用試験委託料を当初予算で見込んだために増となっております。使用料及び賃借料101万2,000円。前年比13万7,000円の増額は、表彰式備品賃借料の増となっております。

48ページをお願いします。備品費につきましては５万円の計上で、増減なし。負担金・補助及び交付金は2,195万5,000円で、前年比1,578万9,000円の増となっておりますが、一番下の段で都町村会の負担金が1,500万円、西多摩郡町村会特別分担金が80万円を新たに計上いたしました。これは河村町長が東京都町村会長に就任されたことに伴い、負担金分担金を会長町が都にかわり立て替える経費の計上でございます。総合交付金にて精算されることになっております。

研修費は243万6,000円の計上で、市町村職員研修所負担金が主なもので、本年度は延べ人数、必修研修で41人、98日分、専門研修で33名分、67日、計165日を予定しております。

職員福利厚生費は65万6,000円の計上で、職員互助組合交付金となります。庁舎管理費は4,597万7,000円の計上で、前年度比994万9,000円の計上です。需用費では1,155万1,000円で、前年比239万9,000円増額しておりますが、光熱水費で庁舎の電気料の増額計上でございます。

次ページ、役務費は218万9,000円で、増減ございません。委託料は1,611万2,000円で、前年比500万2,000円の増となっておりますが、こちらは一番下の段、庁舎、旧耐震法部分の耐震診断委託を予定してございます。使用料及び賃借料52万5,000円は、分煙テーブルの使用料が減になったものでございます。

工事請負費では、説明欄に書いてあります各工事を計上してございます。備品購入費では、庁舎管理用備品として、庁議室の椅子の取り替えを予定しております。
災害用職員住宅管理費は237万円の計上で、対前年度比178万6,000円の増額計上です。３月１日付で、長畑地内の東京都の教員住宅の譲渡を受けたことに伴い、災害対策用職員住宅として規則を整備いたしましたので、これに伴い、氷川住宅と合わせ、必要経費、維持管理費を増額計上するものです。

次ページをお開きください。需用費では修繕費として70万円を増額したほか、工事請負費では災害住宅用の排水設備等の接続工事を、氷川住宅分として見込んでおります。

文書管理費です。文書管理費は文書管理法令執務に関する経費の計上で、本年度は1,492万1,000円を計上し、対前年比123万9,000円の増額となります。主なものでは次ページ、使用料賃借料で、例規集システムを計上するもので、システムをバージョンアップすることで、システム上で条例の改正文、新旧対照表が作成できることにより、事務の効率化を図るものです。

広報費は住民に対する行政情報の提供と、町政に対する要望意見を聴取し、町政に反映させるための広報広聴経費を計上いたします。本年度は1,129万7,000円の計上で、対前年比24万円の減額となります。広報おくたまのページの集約に努めるとともに、ホームページ更新も積極的に職員が手がけ、経費を抑えます。需用費、役務費、委託料ともに減額計上です。

次ページの使用料賃借料で、音声読上機能使用料のみ、新規計上となります。

以上で広報費の説明を終わります。

○企画財政課長（若菜　伸一君）　財政管理費18万円は、消耗品の購入と、起債管理システム使用料を見込むものです。

会計管理費104万2,000円は、需用費から使用料及び賃借料まで、それぞれ説明欄記載の経費を見込むものです。

53ページをごらんください。財産管理費2,255万1,000円は、11の需用費から14の使用料及び賃借料までは経常的な経費を計上するものでございますが、このうち13委託料の最下段、町有財産不動産鑑定委託料60万9,000円は、新たに小金井市と福生市にございます町有不動産の鑑定を委託するものでございます。15の工事請負費62万5,000円は、新たに古里歯科診療所トイレ等改修工事費を見込むものです。

54ページをごらんください。企画費4,891万7,000円は、11の需用費では消耗品費と食糧費の所要額を見込み、18の備品購入費では図書の購入を、19の負担金・補助及び交付金では、各種団体への負担金、補助金等を計上しております。

企画事業費804万3,000円は、報償費で行政改革推進員の報酬と、新たに第５期長期総合計画策定のための委員報償30万円を見込み、55ページの委託料では、新たに策定します第５期長期総合計画のための委託といたしまして、750万円を見込むものでございます。

地域交流事業費141万8,000円は、相互交流事業を行っております中国、淳安県からの訪問団受け入れのための所要額を見込むものでございますが、早い段階で再検討をしていきたいというふうに考えております。

○総務課長（原島　　肇君）　電子計算費は、計画的で信頼される行財政運営のため、効率的かつ効果的な電子計算システムの活用と経費の節減を今後も図るため、引き続き西多摩郡４町村共同利用を推進し、法改正対応の必要経費を計上するものです。本年度は総額で3,853万円を計上し、前年度比392万9,000円の減額計上となります。

初めに、電子計算管理費は3,200万2,000円の計上で、主な減額要因は役務費の通信運搬費で、通信回線の見直しにより102万6,000円、使用料及び賃借料で、使用機器の一部返還によることが主な要因となります。

次ページをお願いします。電子計算開発費は652万8,000円の計上で、住民情報システム改修、住基ネット機器更新委託料を計上するものでございます。

○企画財政課長（若菜　伸一君）　地域振興費のうちコミュニティ施設管理費145万2,000円は、地域集会施設の建物災害保険料、及び自治会が行います生活館の軽微な補修に要します補助金を見込むものでございます。

コミュニティ施設整備事業費2,283万4,000円は、委託料で原生活館の耐震診断のための委託料100万円を見込み、57ページでございますが、工事請負費では氷川コミュニティセンターと大丹波会館の排水設備等接続工事費、及び白丸生活館は町道丸の内線の新設に伴い支障となることから、移転に伴います基礎工事費と、棚沢コミュニティセンター補修工事費を、それぞれ見込むものでございます。

また、公有財産購入費293万4,000円は、白丸生活館移転のための用地買収費を見込むものでございます。

地域振興対策事業費375万2,000円は、身近なまちづくり推進事業に関係する費用を見込むものです。

基金運用費では財政調整基金費1,509万4,000円、減債基金費6,030万円、公共施設整備基金費2,833万5,000円は、それぞれ基金の積み立てでございます。

○総務課長（原島　　肇君）　58ページをお願いいたします。車両費に入ります。

車両管理費は1,044万4,000円の計上で、現有庁用車の適正な維持管理と年次計画に基づき、老朽化による危険車両の更新を行う経費の計上でございます。現在、69台を保有しております。一般65台、病院４台。そのうち消防車両は17台、残りの52台中、軽自動車は24台となっております。

更新基準につきましては、普通車が13年または15万キロ、軽自動車につきましては12年または13万キロの更新基準を設け、順次更新をしておりますが、本年度の更新予定はございません。車検が13台となっております。

59ページをお願いします。交通安全対策費は、総額では1,182万1,000円の計上で、対前年比２万1,000円の減額計上となります。

交通安全対策費は112万1,000円の計上で、需用費の消耗品費では、新入学児童の帽子、ランドセルカバーの計上。

負担金・補助及び交付金では、交通災害共済加入者のうち、中学生以下288人分の補助金の補助の計上、そして青梅交通安全協会の補助の計上でございます。

○地域整備課長（川村　文雄君）　02交通安全施設等整備事業費でございますが、1,070万円につきましては、入川大蔵線防護柵設置工事、及び道路反射鏡設置工事を予定してございます。

○総務課長（原島　　肇君）　防犯対策費は、総額で591万円の計上で、対前年比185万1,000円の増額計上となります。
　防犯対策費では542万1,000円の計上で、次ページになりますが、防犯灯の電気料の自治会補助金が主なもので、現在1,420灯を管理しております。
防犯施設整備費は48万9,000円の計上で、防犯灯整備工事費が主なものとなります。昨年同様の計上でございます。

○住民課長（宮田　昭治君）　諸費の町税過年度還付金90万円、及びその他歳入の過年度還付金５万円と、人権行政相談員相談費35万2,000円は前年同様の計上で、61ページの下段の税務総務費5,603万3,000円の計上で、対前年比540万円の増は、職員６名分の給料と調整手当を見込むもので、62ページをお開きください。02の給料から11の需用費まで前年同様の計上で、委託料で420万円で、町税徴収員委託料の新規計上で、滞納処理の専門臨時職員委託料１名を見込むものでございます。

負担金・補助及び交付金18万7,000円の計上は、前年同様の計上です。

賦課徴収費254万9,000円の計上は、前年同様の計上で、63ページの下段、戸籍住民基本台帳費2,705万9,000円で、対前年比166万4,000円の増は、職員３名分の職員の給料及び手当のほか、64ページの需用費は前年同様の計上で、委託料521万8,000円の計上で、住民基本台帳カード作成委託、及び戸籍電算システムは前年同様の計上です。

戸籍副本データ管理システム改修料204万8,000円、及び戸籍副本データ管理システム保守改修委託料６万3,000円は、東日本大震災で津波の被害に遭った町村で、戸籍が流されたこともあったため、全国の市町村の戸籍データを所轄の法務局がデータを管理し、遠方に保管し、管理するための委託料を計上しております。

使用料及び賃借料150万2,000円及び備品購入費5,000円は、前年同様の計上をしております。

○総務課長（原島　　肇君）　選挙費に入ります。

選挙管理委員会費は862万4,000円の計上で、選挙管理委員会の運営経費で、主に人件費でございます。

65ページ、選挙啓発費は12万3,000円の計上で、明るい選挙推進委員の活動経費となります。

66ページをお願いします。参議院議員選挙費となります。1,221万4,000円の計上で、平成25年７月28日に任期満了となります参議院議員選挙の執行経費となります。

次ページをお願いします。都議会議員選挙費になります。1,127万2,000円の計上で、次ページにわたりまして、平成25年７月22日任期満了となります東京都議会議員選挙の執行経費となります。
先ほどの参議院議員選挙、また、東京都議会議員選挙につきましては、当日の投票時間をこれまでどおり２時間繰り上げ、午前７時から午後６時までとし、開票につきましても、午後８時からとして、経費の節減に努めて執行させていただきます。

次ページをお願いいたします。町長選挙費、農業委員会委員選挙費につきましては、廃目となります。

統計調査費です。基幹統計費の経済センサス調査費は、１万円の計上で調査区の管理のみ。住宅・土地統計調査費では36万2,000円の計上で、10月１日を調査期日として、指導員１名、調査員４名の報酬の計上です。

次ページをお願いします。工業統計調査費は８万9,000円の計上で、12月31日、調査期日として調査員１名分の報酬の計上となります。農林漁センサス調査費は２万円の計上で、調査区域設定のみとなります。また、就業構造基本調査費は廃目となります。

以上で統計調査費を終わります。

○議会事務局長（浜野　武雄君）　監査委員費でございますが、前年度比７万7,000円の増は、人件費が主なものもので、そのほかにつきましては前年と同様の内容でございます。

○委員長（酒井　正利君）　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）
○委員長（酒井　正利君）　異議なしと認めます。よって、午後１時から再開といたします。

午前11時52分　休憩

午後 １時00分　再開
○委員長（酒井　正利君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　議案第32号、71ページの歳出の款03民生費から説明願います。福祉保健課長。

○福祉保健課長（清水　信行君）　款03民生費、項01社会福祉費です。72ページをお開き願います。社会福祉総務費1,549万8,000円は、職員２名分の人件費等の所要額を見込むものです。社会福祉委員費は、報酬及び費用弁償、分担金補助及び交付金について前年同様に見込み、73ページの民生委員推薦会費、及び民生・児童委員協力員事業費は、各事業に伴う所要経費について、いずれも例年どおり見込むものです。

行旅死亡人取扱費90万7,000円も、例年どおり５体分の費用を見込んでおります。

○住民課長（宮田　昭治君）　保護司活動費47万8,000円は、７名の保護司の謝礼等で、前年同様の計上です。

○福祉保健課長（清水　信行君）　74ページをお開き願います。

社会福祉協議会補助事業費2,401万7,000円は、ボランティア活動等社会福祉協議会の各種活動に要する補助金を見込むものです。

年末援助費及び救難緊急措置費は、例年と同様に見込んでおります。

社会福祉基金費130万6,000円は、寄付金及び利子の積み立てを見込むもので、災害救済資金貸付事業費は、貸付金の窓開け措置です。

国民健康保険事業費１億395万9,000円は、前年に比べ1,143万5,000円減額するもので、職員４名分の人件費を始め、事業運営のための繰出金を見込むもので、改めて国民健康保険特別会計でご説明いたします。

福祉集会所維持管理費についてですが、役務費及び委託料については例年どおりですが、新たに工事請負費として集会所の管理を委託している棚沢自治会からの要望を受け、棟瓦の取り替え等の工事を予定しております。

成年後見制度利用支援事業費209万9,000円は、介護保険制度の開始により、認知症高齢者など、判断能力が不十分な方の本人の財産や身の上を守る成年後見人を設置する制度で、この制度の利用推進を図るため、申し立て等にかかる経費、社会貢献型後見人の養成にかかる経費のほか、新たに権利擁護推進機関を設置するための経費を計上するもので、報償費から、76ページをお開きいただき、負担金・補助及び交付金まで、それぞれ所要額を見込むものです。

福祉サービス第三者評価事業費30万円は、認知症高齢者グループホームに対する第三者評価受審費の補助金を前年度同様に見込むもので、低所得者・離職者対策事業費300万円は、平成23年度から３年間の継続事業として、低所得者家庭における子弟の塾代と、受験料の貸付を行う事業委託料で、合格いたしますと返済が免除されるもので、社会福祉協議会に委託し実施しているものです。

地域保健福祉計画策定事業費は、計画が策定されたため廃目となったものです。

老人福祉費４億2,189万円は、前年に比べ4,482万7,000円の大幅な増額となりました。事業費の内訳につきましては、77ページ上段までの24事業でございますが、新規事業及び大きく変わったものにつきまして、ご説明いたします。

高齢者福祉地域支援事業費では、委託料において既に２カ年にわたりお配りした救急医療情報キット支給事業について、情報の更新を行うため、シルバー人材センターへ委託するための費用を見込むほか、新たに21の自治会内にある生活館等の集会施設を通年で開放していただき、地域の高齢者の皆さんに集まって交流していただく高齢者ふれあいサロン事業費567万円を計上するもので、認知症に対する知識を深めていただくとともに、特に夏場の３カ月間については、熱中症対策と節電も兼ねて、生活館等で日中の猛暑から避難をしていただく場所としても活用できるよう、自治会に電気料金相当分も含めて、お願いするための委託料を計上しております。

敬老記念品支給事業費、及び高齢者見守り相談事業は、例年同様に、78ページをお開きいただき、高齢者緊急通報システム事業費、高齢者火災安全システム事業費の増額については、いずれもシステム等の更新に当たり、備品購入費で対応機器を購入し、設置するための費用等を増額しているものです。

福祉電話設置費補助事業費から、79ページの高齢者自立支援住宅改修給付事業費から高齢者在宅サービスセンター事業費までは、実績に基づき計上しておりますが、シルバー人材センター補助事業費、及び高齢者在宅サービスセンター事業費につきましては、単年度補修工事の終了により減額となったものです。

80ページをお開き願います。老人福祉施設整備事業費2,000万円は、奥多摩町の社会福祉法人に対する助成金の交付に関する条例に基づき、グリーンウッド奥多摩の大規模改修に対する町補助金を見込むもので、竣工はこの11月を予定しております。

中段の人にやさしい道づくり事業費700万円は、自治会の皆様から多くのご要望をいただいていることから、昨年度から事業費を200万円増額したもので、来年度も同額を見込んでおります。

最下段の介護保険事業につきましては、介護保険特別会計でご説明いたします。

81ページ、介護予防ケアマネジメント事業費から、82ページをお開きいただき、中段の低所得者高齢者在宅生活支援事業費までは、前年同様に見込んでおり、後期高齢者医療事業費につきましては、後ほど後期高齢者医療特別会計でご説明申し上げます。

介護老人福祉施設運営事業費でございますが、昨年の９月議会で補正予算として計上し、可決いただいたもので、この３月補正予算でも増額補正をしておりますが、平成24年度からの介護報酬の地域区分の見直しにより、当町が経過措置の適用地域から外れたことから、経過措置が終了する平成26年度までの３年間について、特に介護報酬がマイナス改定となった介護老人福祉施設の運営費に対して、特別養護老人ホームを運営する社会福祉法人に対して助成を行うものですが、前年度は補正予算による計上だったことから皆増となったものです。

在宅療養地域包括ケア推進環境整備事業費は、歳入でもご説明いたしましたが、病院等からの退院時や、外来診療の際に、新たに配置する看護師資格を持つ相談員が、福祉サービスの利用の仕方等についてアドバイスをするとともに、特定健診の受診勧奨や直接家庭訪問をすることなどにより、認知症の早期発見、早期治療につなげるなど、保健・医療・福祉の連携によるコーディネート役として、地域包括ケアをさらに推進するため、東京都の先駆的事業として、10分の10の補助率で実施する事業で、社会福祉協議会に委託し事業を実施する予定でございます。

83ページをごらんください。心身障害者福祉費１億5,993万1,000円は、前年に比べ217万7,000円増額するもので、説明欄記載の20の事業費について掲示をしておりますが、大きく変わった事業についてのみご説明申し上げます。

84ページをお開きください。中段にございます04在宅心身障害者福祉手当給付事業費1,835万9,000円は、前年度に比べ225万円の減額となりましたが、この手当を受給している対象者が減少したためでございます。

85ページをごらんください。中段11、障害者自立支援事業費１億927万9,000円は、前年度に比べ488万7,000円の増額となりましたが、86ページをお開きいただきまして、最上段３行目の障害者福祉総合システムについて、平成26年４月からの改正に対応するため、改修委託料として483万円の増、１つ飛ばしまして負担金・補助及び交付金で、24年度において予算措置をしておりました障害福祉施設の建設が完了したことによる補助金1,000万円の減額。

扶助費において、２行目、共同生活援助で、新たに２名の方が町外のグループホームに入所されたことにより211万2,000円の増。９行目、施設入所支援において、地域区分の変更と単価の改正により420万円の増。14行目、療養介護において、前年実績により168万円の減。１行飛ばしまして療養介護医療費から、最下段の計画相談支援までは、24年度補正にて対応した事業に対するもので、それぞれ１名が対象となるものです。

障害者自立支援医療事業費では、東京都から市町村に移管された障害者育成医療について、認定審査会委員報酬、87ページの委員費用弁償、扶助費の育成医療給付費が皆増となったものの、扶助費の更生医療給付費が実績見込みにより減額となったため、152万円の減とするものです。

88ページをお開き願います。中段20、障害者虐待防止対策事業費ですが、平成24年10月１日の障害者虐待防止法により、家庭での養護者による障がい者の虐待については、区市町村が窓口となり、安全確保に努めることが規定されたことから、虐待の防止に向けたパンフレットの作成、及び万一虐待が発生した場合の安全の確保のために、障がい者施設に一時保護をお願いするための委託料を計上したもので、皆増となったものです。

福祉会館費では、前年度に比べ300万円の増額ですが、下水道管渠の延伸に伴い、排水設備接続工事費を計上したことによるものでございます。

89ページをごらんください。次に項02児童福祉費です。児童福祉総務費1,491万7,000円は、職員２名分の人件費等の所要額を見込むものです。

90ページをお開き願います。児童福祉費215万円は、前年度に比べ191万6,000円を増額するもので、昨年、子ども・子育て三法が成立したことに伴い、子ども・子育て支援事業計画策定に関するニーズ調査を実施する委託料を見込むものです。

ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業費から、91ページ中段の子ども医療費助成事業費までは、実績により前年同様に見込むもので、最下段の少子化対策事業費については、毎年子育て支援協議会の委員の皆様のご意見等を踏まえ、子育て支援に効果的な施策を拡充しておりますが、新年度から新たに産後の健康診査の充実のため、これまで5,000円だった交付金を１万円に引き上げること、高校生の医療費について上限額を設けて、そこまでの医療費を無料とすること、子宮頸がんワクチン接種事業開始以前の20歳までの世代に対して、３回分のワクチン接種料を無料にすることの３つを拡充するため、98万円の増額を見込んでおります。

92ページをお開き願います。乳幼児医療費町単独助成事業費と、子ども医療費町単独助成事業費は、都補助から所得制限で漏れた方を町単独費用で助成するもので、実績によるものでございます。

93ページをごらんください。保育所措置費は１億6,124万5,000円で、前年に比べ378万5,000円の減額となりますが、委託料で氷川保育園に40名、古里保育園に50名、管外保育園に４名の児童措置費を見込むもので、児童数の減少等によるものです。

児童手当費4,548万円は、前年に比べ552万円の減額で、児童数の減少によるものです。

児童育成手当費844万8,000円は、18歳未満の児童をお持ちのひとり親、または父母のいずれかが重度障がい者の場合に対して支給するもので、実績により見込むものです。

児童健全育成事業費の、放課後児童健全育成事業費698万4,000円については、94ページをお開きいただき、主に委託料で、２カ所の学童保育会の運営委託料を、実績により見込むものです。

子ども家庭支援センター事業費3,901万2,000円は、職員３名分の所要額、建物の維持管理費、事業委託費等の所要額をそれぞれ見込むものですが、前年に比べ187万2,000円を増額するのは、95ページ中段の役務費で、新たに子ども家庭支援センターきこりんの年間5,000人を超える来館者に対する傷害保険料10万円を計上したほか、96ページをお開きいただき、これまで土曜・日曜・祝日の開所時には、警備員１名のみの体制でしたが、２階のプレイルームに見守り員を配置することにより、安心して利用いただくための委託料の増額によるものです。

ファミリー・サポート・センター事業費から、97ページの育児支援家庭訪問事業費までは、前年度と同様の事業費を計上しております。

○住民課長（宮田　昭治君）　国民年金総務費914万7,000円の計上は、職員１名分の人件費の所要額を見込むもので、次のページをお願いいたします。国民年金費１万円の計上で、対前年比４万7,000円の減につきましては、役務費の皆減によるものです。

○福祉保健課長（清水　信行君）　次に款04衛生費、項01保健衛生費です。

保健衛生総務費4,332万7,000円は、前年度に比べ801万9,000円の増で、給料から旅費までは職員５名分の所要額を見込み、委託料169万2,000円は、難病医療相談員の委託料を見込むものです。

99ページ中段の、休日急病診療事業費から、休日歯科応急診療事業費、古里診療所事業費については、いずれも例年どおり見込むものです。

100ページをお開き願います。保健福祉センター管理費2,775万9,000円は、施設管理に伴う諸経費を見込むもので、前年度に比べ828万円の増額となりますが。委託料で新たに健康管理システム導入委託料693万円を見込むことによるものです。

古里歯科診療所事業費につきましては、診療機材などの補修のため、事業費で修繕費10万円を新たに見込むものです。

○住民課長（宮田　昭治君）　犬の登録と予防接種事業２万円は、4,000円増額するもので、備考欄の印刷製本費で犬の鑑札等の製作費を見込んでおります。

○福祉保健課長（清水　信行君）　予防費4,682万円は、前年に比べ278万7,000円を減額するものです。

健康づくり推進事業費638万3,000円は、前年に比べ44万8,000円の減額となり、町民の健康の保持、増進を図るための事業で、主なものは森林セラピー健康づくり事業委託料480万円と、102ページをお開きいただき、負担金・補助及び交付金で、保健推進員が各自治会で実施する健康づくり事業に対する補助金100万円です。

へき地専門医療確保事業費は、年２回実施している眼科耳鼻科検診に対する所要額で、前年同額に見込むものです。

感染症予防対策事業費434万5,000円は、前年度と比較して365万2,000円を減額するものですが、これは子宮頸がん予防ワクチン、小児用肺炎球菌ワクチン及びヒブワクチン接種委託料について、国の基金事業廃止により、法定接種となったことから定期予防接種事業費に移行したことによるもので、定期予防接種事業費の増は、ただいまご説明したとおり、従来の定期予防接種に上記の３ワクチンの接種費用が加わるためでございます。

103ページをごらんください。結核予防対策事業費、予防接種健康被害調査委員会費、及び西多摩医師会保健衛生協力事業費は、それぞれ例年どおり見込むものです。

健康増進法保険事業費1,117万5,000円は、40歳以上からの病気の予防、早期発見など、総合的な健康管理を通して、住民の健康の保持増進を図るための事業で、主に委託料で、胃がん検診を始め、各種がん検診等の委託料は例年の実績により見込むものです。

104ページをお開き願います。最上段の成人歯科健診委託料42万3,000円は、新たに20歳以上の成人を対象に年１回の歯科検診を行うもので、おおむね100人の受診を見込んでおります。

女性特有のがん検診推進事業費及び骨粗しょう症予防対策事業費80万円も、例年実績により見込むものです。

遠隔予防医療相談事業費848万5,000円は、慶応大学との協働で実施するテレビ電話を活用した相談事業で、現在生活館等13カ所で実施している事業に要する費用を、それぞれ例年同様に見込むものです。

食育推進事業費147万3,000円の減は、これまでの料理講習会事業に要する所要額を除き、食育推進計画策定により、委託料150万円を減額したことによるものです。

105ページをごらんください。母子保健事業費539万9,000円は、前年に比べ92万6,000円を減額するもので、説明欄に記載している１歳６カ月児健康診査事業費から、未熟児養育医療事業費まで17の事業がありますが、108ページの16、フッ化物洗口事業費までは、例年実施している母子保健事業で、それぞれ実績により見込むもので、17、未熟児養育医療事業費33万8,000円については、東京都からの移管事務である未熟児に対する医療費について、新たに所要額を見込むものです。

○住民課長（宮田　昭治君）　環境衛生総務費8,266万円の計上で、対前年比6,914万円の増は、職員１名分の給料と手当の報酬から、110ページの15の工事請負費までは前年同様の計上で、19の負担金・補助及び交付金で7,081万4,000円の計上で、火葬料補助金、対前年比225万円の減の75万円の計上と、毎年計上します秋川流域斎場組合負担金1,600万円と、３カ年の１年目に当たります秋川流域斎場組合施設整備負担金5,400万円を計上しております。

公害対策事業費356万6,000円の計上で、対前年比315万円の増につきましては、委託料で下段の環境基本計画策定委託料315万円を新規に計上するもので、公害防止条例の見直しと環境基本法の制定により、基本計画を策定する委託料の計上で、111ページの生活排水対策事業費273万9,000円は、対前年比548万7,000円の減について、補正予算でご説明いたしました小丹波西雑排水路工事費の減で、そのほかにつきましては、前年同様の計上でございます。

下段の清掃総務費3,339万4,000円は、職員４名分の給料と手当でございまして、給料から19の負担金・補助及び交付金につきましては、前年どおりの計上で、じんかい処理費のごみ処理事業費１億7,102万1,000円で、対前年比１億3,438万3,000円の減は、西秋川衛生組合の負担金の減が主なもので、需用費では光熱水費等修繕費の増を見込み、委託料では対前年比843万円の増の8,215万8,000円を計上しておりますが、説明欄の最下段の一般廃棄物の指定収集製造等業務委託料を新規に計上し、焼却処理装置等維持点検整備委託を皆減しています。その他につきましては前年同様の計上です。

114ページをお願いいたします。18の備品購入費では、対前年比1,034万8,000円の減の833万7,000円を計上し、パッカー車の購入を昨年は２台、新年度は１台を計上、１台の購入を予定しております。

負担金・補助及び交付金、対前年比１億3,798万8,000円の減の4,908万9,000円を計上し、西秋川衛生組合の建設負担金が皆減したためです。

し尿処理事業費7,396万6,000円で、対前年比284万3,000円の減は、下水道の普及により汲み取り世帯の量の減少で、委託料及び負担金等の処理費の減によるものでございます。

○企画財政課長（若菜　伸一君）　115ページをお開きください。病院事業費１億200万円は、病院会計への補助金として、３条予算へ9,500万円。出資金といたしまして４条予算へ700万円を見込むものでございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　款06の農林水産業費でございます。116ページをお願いします。農業委員会費でございますが、前年度比31万6,000円の増額につきましては、人件費分によるものでございます。

国有農地管理費でございますが、前年度比2,000円の増額は、内示によるものでございます。

農作物有害鳥獣対策事業費でございますが、前年度比55万2,000円の減額は、118ページの使用料及び賃借料は、雲取山でのシカ捕獲作業時の職員宿泊代を、負担金・補助及び交付金では、狩猟免許を取得する人への補助を行い、捕獲隊員の増加を図るため、新たに設けて増額となりますが、ワサビ田防護網設置事業補助が予定しているメートル数の減少により、事業費全体では減額となるものでございます。

○地域整備課長（川村　文雄君）　簡易給水施設管理費685万7,000円につきましては、次のページの15工事請負費で、栃寄簡易給水施設の原水ポンプ取替工事を予定しているもののほかは、例年の維持管理費を見込むものでございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　119ページ、農業振興総務費でございますが、前年度比196万1,000円の増額は、需用費の光熱水費が丹三郎直売所の電気料と、水道料として111万6,000円を、修繕費ではアースガーデン誘導灯の修理で16万円を、120ページの工事請負費で、下水道接続のため75万円を設けることなどが主な要因となります。なお、光熱水費につきましては、使用しておりますＪＡ西東京より実費徴収として入る予定でございます。

120ページをお願いします。治山事業費でございますが、前年同額の計上で。山村地域農林業振興事業費につきましては、栃寄養魚池の取水口と導水管の整備に伴う管理業務委託料及び工事請負費を新たに設けるため、1,050万円を計上するものです。

町農林業等振興事業費でございますが、前年度比20万1,000円の増額は、121ページの役務費で、通常の大腸菌検査のほかに、シカ肉の放射能検査を行うため、負担金・補助及び交付金では大丹波イルミネーション事業への補助などによるものです。

山村振興事業費でございますが、前年度比2,941万2,000円の減額は、体験農園のラウベ増設完了に伴うものが主な要因ですが、農園運営管理者の委託料を賃金に変更したため、賃金が大幅に増え委託料が大きく減っているほか、需用費の印刷製本費がワサビ料理本を作成印刷するため、使用料及び賃借料では、体験農園管理棟の複写機とＡＥＤを新たにリースするため増額となっております。

○地域整備課長（川村　文雄君）　農地費229万円につきましては、次のページ、農道維持管理費で、07の賃金、15の工事請負費の107万円、都補助土地改良事業費、11委託料120万円、19負担金・補助金及び交付金２万円を見込むものでございます。
　林業総務費9,311万円のうち、01林業総務費2,951万6,000円につきましては、人件費３名分によるものでございます。

124ページ、19負担金・補助及び交付金において、各関連団体の負担金を計上するものでございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　124ページの都民の森管理運営事業特別会計繰出事業費でございますが、前年度比36万7,000円の減額は、実績によるものでございます。

林業振興総務費でございますが、前年度比10万円の減額は、負担金・補助及び交付金の奥多摩・武蔵野市民の森負担金が減額となったためです。

林業構造改善事業費でございますが、前年と同額を計上するものです。

森林保全活用総務費でございますが、前年度比95万1,000円の減額は、雇用保安員の変更に伴う賃金の減と、24年度で計上していました備品購入費の皆減によるものです。

126ページをお願いします。多摩の森林再生事業費でございますが、前年度比496万7,000円の減額は、森林所有者へのダイレクトメールにかかる印刷製本費や、役務費の郵券代、車のリースにかかる使用料及び賃借料の増額はありますが、委託料の減額が主な要因となります。

127ページ、松くい虫駆除対策事業費は、前年度比36万4,000円の増額で、注入薬剤料の増加によるものです。

花粉症発生源対策事業費は、前年度比845万2,000円の減額で、委託料の減額によるものです。

森林セラピー事業費は、前年度比299万5,000円の増額で、128ページの委託料の一番下にありますセラピー事務所耐震診断委託料、これは旧耐震法の基準で建築された建物で、町内では青梅街道沿いの建物が該当しますが、この耐震診断にセラピー事務所が該当しますので、増額となったものでございます。

128ページの下段にあります環境政策推進事業費でございますが、新たに設ける科目で、森林内の木材を有効活用するため、必要な搬出機械類の購入と必要経費、木質バイオマス流通システムの整備に係る委託料を予定するもので、1,373万2,000円を計上するものです。

シカ被害対策事業費につきましては、事業の終了に伴う廃目でございます。

○地域整備課長（川村　文雄君）　林道治山費１億1,248万8,000円のうち、林道維持管理費397万6,000円につきましては、説明欄記載のそれぞれについて、昨年同様を見込むものでございます。

130ページをお願いいたします。都補助林道開設事業費5,586万1,000円につきましては、15工事請負費で、説明欄記載の４工事に関連します、19補償・補填及び賠償金を見込むものが主なものでございます。

都補助林道改良（舗装）事業費5,115万1,000円につきましては、131ページにかけましての説明欄記載の13委託料で５件の委託、15工事請負費で８工事を、22補償・補填及び賠償金で、工事に関係する立木補償を、それぞれ見込むものでございます。前年度より減額につきましては、13委託料、15工事請負費の減によるものでございます。

治山事業費50万円につきましては、15工事請負費として見込み、都営事業負担金100万円につきましては、都施行によります林道工事の物件補償を見込むものでございます。

○観光産業課長（加藤　博士君）　水産業総務費でございますが、人件費分は増額するものの、工事請負費の皆減により、前年度比132万7,000円の減額となるものです。

132ページをお願いします。款07商工費でございます。133ページの消費者行政事業費でございますが、前年度と同額の計上となります。

　商工振興費でございますが、前年度比７万円の増額で、青梅線沿線地域産業クラスター協議会負担金と、中元大売出し補助金の増によるものです。

　小口事業資金融資事業費と、その若者住宅資金利子補給等事業費でございますが、前年度と同額の計上でとなります。

　134ページをお願いします。観光総務費でございますが、前年度比1,922万4,000円の増額は、職員の1名増加に伴う人件費分の増により、次のページの委託料で、冬場の観光客誘致のための宿泊補助の新設により、負担金・補助及び交付金の奥多摩観光協会の一般社団法人化に伴う補助金の増により、同じく西多摩地域国体用観光パンフレット負担金を新たに設けたことなどが主な要因となります。大多摩観光事業費でございますが、前年度比210万円の減額は、５年に一度行っている西多摩地域入込観光客数調査の終了によるものです。

　136ページをお願いします。町ふれあい広場事業費の前年度比253万4,000円の増額は、ふれあいまつり分担金の増によるもので、山のふるさと村管理運営事業特別会計繰出事業費は前年度と同額の計上を、観光施設等整備基金費の前年度比55万1,000円の減額は、鳩の巣荘の改築に伴う観光施設使用料の減により、出生記念樹木配布事業費の7,000円の増額は、対象見込者数の増により、花の里づくり事業費の39万7,000円の減額は、事前に行っております補助希望調査により、次のページの日照確保対策事業費の75万円の減額は、立木補償費の見込み減によるものでございます。

　観光施設維持管理費の153万3,000円の減額は、138ページの役務費の鶴の湯温泉運搬車新規登録諸費用とリサイクル費用及び自賠責保険料、もえぎの湯ＣＯ２排出削減量実績確認審査費用を新たに設けたため、委託料では４カ所のトイレのトイレットペーパーホルダー取付交換作業委託料を設けるため、使用料及び賃借料では、鳩の巣荘の改築に伴い土地借用面積を拡大するため、公課費では鶴の湯温泉運搬車自動車重量税を設けるため増となりますが、内容の見直しや業務の精査により、総額では減となるものです。

　139ページの観光施設整備事業費の２億7,956万2,000円の増額ですが、委託料では鳩の巣荘の建設に伴う実施設計の完了により減額となるものの、建設工事の開始と下水道への接続工事などにより、工事請負費が大幅に増額となったことによるものです。

　以上で商工費の説明を終わらせていただきます。

○委員長（酒井　正利君）　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）
○委員長（酒井　正利君）　ご異議なしと認めます。よって、午後２時から再開といたします。

午後１時42分　休憩

午後２時00分　再開
○委員長（酒井　正利君）　休憩前に引き続き予算特別委員会を再開します。

　議案第32号、一般会計予算、140ページ、歳出の款08土木費の説明から行います。地域整備課長。

○地域整備課長（川村　文雄君）　款08土木費でございますが、土木総務費１億3,267万2,000円のうち、次のページ、土木総務費7,471万5,000円につきましては、７名分の人件費を見込むもの、及び142ページの19負担金・補助及び交付金で、原地区で行われる都施工による急傾斜地崩落防止事業の負担金が主なものでございます。奥多摩周遊道路管理費1,831万2,000円につきましては、13委託料で奥多摩周遊道路管理委託を見込むものでございます。登記事務費183万8,000円につきましては、13委託料によります未登記路線測量委託、及び地積測量完了地区内の未登記処理業務及び委託を見込むものでございます。

　次のページをお願いいたします。法定外公共物等譲与事業費208万9,000円につきましては、説明欄記載の11需用費で消耗品、及び13委託料、14使用料及び賃借料を見込むものでございます。道路台帳整備事業費170万円につきましては、13委託料で道路台帳補正作業委託料を見込むものでございます。国土法土地取引事務経費５万6,000円につきましては、11需用費で消耗品を見込むもので、国・東京都の国土法に関連する広報を行うものでございます。地籍調査事業費3,396万2,000円につきましては、説明欄記載の13委託料で、小丹波東地区で実施する地籍調査に関連するものが主なものになります。それに関連する費用を見込むものでございます。

　144ページをお願いいたします。道路維持費6,501万6,000円につきましては、13委託料で町道維持補修工事、測量設計委託料、及び立木伐採委託料を見込み、15工事請負費で町道の維持補修工事、及び梅久保中山線で落石防護網設置工事を見込むものでございます。

　145ページをお願いいたします。道路新設改良費１億3,871万円のうち、都補助道路新設改良事業費１億3,271万円につきましては、説明欄記載の13委託料で調査委託、設計委託を見込み、15工事請負費で24年度に引き続き工事の施工を見込み、17公有財産購入費では、説明欄記載の用地買収費、及び22補償・補填及び賠償金で物件補償費を見込むものでございます。次の町単独道路新設改良事業費600万円につきましては、説明欄記載の２路線の予備設計委託料を見込むものでございます。

　146ページをお願いいたします。橋梁維持費につきましては150万円でございまして、橋梁の維持補修に関連します11需用費で修繕を、15工事請負費で維持補修工事を見込むものでございます。橋梁新設改良費、町単独橋梁新設改良事業費6,344万円につきましては、説明欄記載の４橋の補修工事を見込むものでございます。河川総務費13万7,000円につきましては、白丸砂利採取専用道路借地料を見込むものでございます。河川改良費650万円につきましては、河川関連によります11需用費で補修費を、15工事請負費で改良工事を見込むものでございます。

　147ページから148ページにかけましての住宅管理費2,157万3,000円につきましては、人件費１名分の諸費用を見込むもの、及び11需用費、12役務費については、説明欄記載のとおり、ほぼ例年額を見込み、148ページ、13委託料、14使用料及び賃借料につきましては、説明欄記載の委託・賃借について予定しております。住宅建設費1,080万円につきましては、委託料で430万円、15工事請負費で650万円をそれぞれ見込むものです。内容は、説明欄記載のとおりでございます。

　149ページをお願いいたします。公共下水道３億6,218万1,000円につきましては、下水道事業特別会計への繰出金でございます。

　以上で、款08土木費についての説明を終わります。

○総務課長（原島　　肇君）　款09消防費に入ります。

　初めに、常備消防費は１億3,068万7,000円の計上で、常備消防である消防署の事務委託費が主で、前年実績での計上となります。続いて非常備消防費、総額で5,952万2,000円の計上で、消防団事務局の人件費、消防団に係る経費の計上となります。

　150ページをお願いします。非常備消防総務費は961万8,000円の計上で、職員人件費と、各種団体への補助金等経常経費の計上となります。消防団費は4,990万4,000円の計上で、消防団運営の経常経費です。現在、条例定数は350名で、実団員数は、団員280名、機能別団員28名の308名で運営をいたします。消防車両は17台、ポンプ車が６、積載車が10、指揮車が１台となっております。本年度は、町の消防操法大会、西多摩地区の消防操法大会、東京都の消防操法大会と消防に関する大会が続きますので、その経費を主にのせてございます。

　続いて152ページをお願いいたします。消防施設費の消防施設維持管理費は1,637万4,000円の計上で、施設の維持管理等経常経費の計上となります。特に、15工事請負費で６分団、峰谷にあります火の見やぐらの撤去工事、消防団詰所排水設備等の接続工事が１分団大丹波詰所、３分団大氷川詰所を予定して計上してございます。
　18の衛星携帯電話の計上ですが、現在の孤立防止無線は平成12年度に東京都高齢者いきいき事業を活用し、町内の孤立が予測される７地区、及び消防団詰所、公共施設の15カ所に整備し現在に至っております。平成26年３月をもって通信システムが廃止されることに伴い、新機種の衛星携帯電話を整備し、孤立が予測される地区の情報連絡手段の確保を図るものです。当面、現在配備してある15カ所に設置する予定となっております。

　続きまして、町単独消防施設整備事業費は361万2,000円の計上で、備品購入費で小型動力ポンプ２台を予定しております。１分団の大丹波、５分団の境を予定しております。また、小型動力ポンプの更新基準は18年となっております。防災費は2,372万7,000円の計上で、防災倉庫に備蓄するため、154ページ食糧費でお示ししてありますとおり、アルファ米8,000食、及び飲料水480箱を計上しております。154ページの備品購入費では、救出救助用の資機材セット、及び簡易トイレを計上いたしております。
　19負担金・補助及び交付金、緊急輸送道路沿道建築物等耐震診断補助金につきましては、歳入でもご説明いたしましたが、東京都が指定いたしました国道411号線上に存在する、道路を塞ぐおそれのある建物26棟に対して耐震診断の補助を行うもので、国が２分の１、東京都が２分の１の補助となっております。

　以上で消防費の説明を終わります。

○教育課長（井上　永一君）　次に、款の10教育費となります。

　項の１教育総務費です。教育委員会費でございますが、前年比371万9,000円の増額につきましては、報酬で学校統合検討委員報酬として、町立中学校統合検討委員会委員の報償費を、155ページの委託料で、学校統廃合に関する業務委託料を計上させていただきました。この委託料は、現在、中学校を統合し、平成26年４月の開校を目標に検討を進めておりますが、統合に向けての生徒への配慮、相談、心のケアの体制づくりを始めとした諸課題を、限られた時間の中で最大限の効果を得るため、専門の知識を持った方に依頼したいための費用でございます。
　事務局費でございますが、全体では48万9,000円の減額となります。内訳でございますが、事務局費の49万1,000円の減額につきましては、人件費の減額が主なものでございます。156ページをごらんください。中央より下の教育文化振興基金費ですが、前年比2,000円の増額は基金利子積立金の増額によるものでございます。
　教育指導費でございますが、前年比692万2,000円の増額となります。内訳でございますが、157ページをごらんください。教育指導費の693万1,000円の増額は、賃金のうち、児童・生徒介助員賃金、特別支援補助員賃金が、介助員・補助員の勤務日数の増により増額、学校図書館指導員賃金として、24年度から各学校へ導入した学校図書室蔵書管理システムの運用と図書整理、児童・生徒指導を行うため、中学校へ配置をいたしております学校図書の運営に要する職員を、25年度からは小学校へも配置したいことから増額計上し、158ページの負担金・補助及び交付金で、言語能力向上推進事業補助金が指定校の増により60万円の増額、また、スポーツ教育推進校事業補助金として、24年度に東京都から氷川小学校が３年間指定され、24年度では補正予算で計上させていただきましたが、25年度は当初予算で計上したことから増額となりました。
　これらの事業は東京都で推進をしているもので、言語能力向上推進事業は、読書活動や書く活動、話し合いの活動を通して、教職員も含めて学校全体での言語能力の向上を目指して、また、スポーツ教育推進校事業は、児童・生徒の健康増進や体力向上を図り、心身の調和的な発達を遂げ、平和な社会に貢献できるようスポーツ教育を推進する事業で、いずれも東京都教育委員会で実施する事業に町内の学校が指定されたことから、都の委託事業として実施をいたします。

　教員研修事業費の３万円の減額、159ページの私立幼稚園等保護者負担軽減事業費の２万1,000円の増額につきましては、それぞれ実績により、教員住宅費の教員住宅管理費につきましては、前年度と同様の計上でございます。

　項の２小学校費となります。

　まず学校管理費でございますが、前年比183万8,000円の増額となります。内訳でございますが、小学校管理費の41万3,000円の増額につきましては、役務費の通信運搬費等のうち機密文書処分料として、機密文書を溶解処理して漏えいを防ぐためのもので、現在ではクリーンセンターへ直接持ち込みをし、処理をしておりましたが、西秋川衛生組合へ加入することで直接持ち込みすることができなくなることから計上をさせていただいております。

　160ページをごらんください。委託料のうち、最下段から２行目の建築非構造部材耐震調査点検委託料を、文部科学省の通知に基づき点検を行うため、特殊建築物等定期検査報告委託料が３年に一度の実施年となることから、それぞれ新たに計上させていただきました。建築非構造部材でございますが、建物の躯体以外の部材で、照明器具、空調設備、配管等で、躯体が被害に至らない場合でも、落下、転倒、移動等で児童・生徒に障がいを与える可能性があるものをいい、その点検調査を行うものでございます。

　161ページをごらんください。古里小学校管理費でございますが、前年比56万7,000円の増額につきましては、需用費のうち光熱水費が電気料の増により、使用料及び賃借料のうち複写機使用料で、機器の使用料と合わせて、昨年まで消耗品費で計上しておりましたコピー料を使用料に含めたことから増額となったことが主な内容でございます。

　氷川小学校管理費でございますが、前年比85万8,000円の増額につきましては、162ページの需用費のうち光熱水費が電気料の増、及び下水道へ接続するため下水道使用料を計上したことから、使用料及び賃借料で複写機使用料について、古里小学校と同様、増となったことが主な内容でございます。

　教育振興費でございますが、前年比41万3,000円の減額となります。内訳でございますが、163ページの小学校教育振興費11万3,000円の減額につきましては、委託料で昨年まで計上しておりました全国学力・学習状況調査委託料が、22年度から３割の抽出校でのみ実施されていたものが、25年度からは悉皆で全校で調査をされることとなり、町独自で業者へ委託していた分析委託が必要なくなったことから皆減したこと、負担金・補助及び交付金のうち、それぞれの補助金が児童数の減少により減額したこと、及び卒業アルバム補助金として、卒業アルバム制作時の保護者の個人負担金が児童数の減少により版代等が増額しており、他市町の保護者負担額と同程度となるよう、新たに補助金を設けたことによるものが主な内容でございます。

　準要保護等児童就学援助事業費、準要保護児童給食費補助事業費につきましては、見込額として前年度と同様に計上させていただいております。

　164ページをごらんください。古里小学校教育振興事業費でございますが、前年比４万円の増額となります。負担金・補助及び交付金のうち、校外学習等補助で遠足の目的地の変更により交通費が増額となったことによるものでございます。

　氷川小学校教育振興事業費でございます。前年比20万8,000円の減額につきましては、備品購入費で一般教材用備品の購入費の減額によるものが主な内容でございます。

　小学校建設事業費でございますが、前年比266万円の増額となります。25年度は委託料として小学校教室等木質化工事監理業務委託料、次年度に工事を施工する部分の木質化実施設計委託料、古里小学校校舎外壁等改修工事監理業務委託料を、165ページの工事請負費では小学校教室等木質化整備工事、古里小校舎外壁等改修工事、氷川小校舎及びプール排水設備等接続工事を計上させていただいております。

　項の３中学校費となります。学校管理費でございますが、前年比87万4,000円の増額となります。内訳でございますが、中学校管理費の10万4,000円の増額につきましては、委託料のうち、166ページの最下段から２行目の建築非構造部材耐震調査点検委託料、及び特殊建築物等定期検査報告委託料を、小学校費と同様に、それぞれ新たに計上させていただいたことが主な内容でございます。

　167ページをごらんください。古里中学校管理費でございますが、前年比27万円の増額につきましては、需用費が光熱水費で電気料の見込みの増等により35万3,000円の増額、使用料及び賃借料で、複写機使用料がコピー料を含んで計上したため13万7,000円増額したことが主な内容でございます。

　氷川中学校管理費でございますが、前年比50万円の増額は古里中学校管理費と同様に、需用費が光熱水費の電気料の見込額の増により34万1,000円の増額、168ページの使用料及び賃借料で、複写機使用料が27万円増額し、備品購入費が前年度と比較して減額したことが主な内容でございます。

　教育振興費でございますが、91万9,000円の減額となります。内訳でございますが、中学校教育振興費７万1,000円の増額につきましては、169ページの負担金・補助及び交付金の最下段、卒業アルバム補助金が、小学校費と同様に保護者負担の軽減を図るため、新たに補助金を設けたことによるものが主な内容でございます。

　準要保護等生徒就学援助事業費、準要保護生徒給食費補助事業費につきましては、見込額として前年度と同様に計上させていただいております。

　古里中学校教育振興事業費は、前年度比108万2,000円の減額となります。170ページをごらんください。備品購入費の一般教材用備品購入費が、前年度の新学習指導要領の施行による教師用指導図書購入費の減などにより、109万7,000円を減額するものが主な内容でございます。

　氷川中学校教育振興事業費でございますが、前年比８万1,000円の増額につきましては、需用費のうち修繕費が吹奏楽用及び教科用の楽器修繕等により20万5,000円の増額、負担金・補助及び交付金が見込額により10万5,000円の減額となることが主なものでございます。

　要保護等生徒就学援助事業費につきましては、前年度と同様に修学旅行費の扶助を計上させていただきました。

　171ページをごらんください。中学校建設事業費でございますが、前年比1,834万円の減額となります。平成25年度では、委託料として平成26年度に工事を施工する部分の中学校木質化実施設計業務委託料、平成25年度の工事施工に伴う木質化工事の監理業務委託料を、工事請負費では中学校教室等木質化整備工事、中学校キュービクル受電設備改修工事、古里中学校プールろ過機改修工事を計上させていただきました。教室の木質化工事につきましては、平成24年度で古里・氷川両中学校の昇降口、廊下、階段等を施工し、25年度は古里中学校の多目的ホール、氷川中学校のグリーンルームの施工を予定しており、24年度と比較して工事請負費が1,700万円減額しております。

　項の４給食費となります。給食管理費でございますが、前年比21万4,000円の減額となります。172ページの人件費及び賃金の減額が主なものでございます。賃金につきましては72万1,000円の減額となりますが、臨時職員賃金として調理業務に従事する５名のパート職員の実績により減額するもので、その他の項目につきましては、実績により計上しております。

　173ページの下段をごらんください。項の５社会教育費となります。社会教育費でございますが、前年比424万5,000円の減額となります。内訳でございますが、174ページをごらんください。社会教育総務費の479万7,000円の増額につきましては、人件費によるものが主なもので、職員１名分が増額しております。これは、24年４月から国体の係が増員しておりますが、24年度当初予算で計上されていなかったことで増額となっております。また、24年度が教育文化活動奨励者の表彰の年で、25年度では報酬で推進員報酬、報償費で奨励金の関係費用が減額となっておりますが、そのほかは、175ページの負担金・補助及び交付金まで、実績により計上をさせていただいております。

　176ページをごらんください。教育文化振興事業費でございますが、前年比678万2,000円の減額となっております。内訳ですが、委託料が631万円の皆減でございます。24年度では、国際交流音楽祭委託料として、ウイーン市との交流音楽祭として町内の中学生・高校生をウイーン市での合唱祭へ出演するため派遣し、その指導等を含めて事業を実施するための委託料として600万円を計上させていただいておりましたが、その委託料が皆減となりました。25年度におきましても、引き続き国際交流音楽祭を予定しておりますが、25年度では羽村市、檜原村、奥多摩町の３市町村で、多摩・島しょ子ども広域連携活動助成金事業、子ども体験塾として、今までと同様に合唱団を編成し、ウイーンフィル奏者との交流を図るとともに、楽器指導や交流音楽会を予定しております。経費から助成金を除いた額を３市町村で負担することとなりますが、その負担金を負担金・補助及び交付金に国際交流音楽祭負担金として100万円計上させていただいております。また、子ども体験塾広域連携事業負担金として、同じ助成金を受け、羽村市、福生市、青梅市、及び奥多摩町の４市町で、仮称子どもおさかな博物館の連携事業を羽村市を中心として実施するため、32万円計上させていただいております。また、中学生の海外派遣事業につきましても、引き続き実施をする予定でございます。

　文化会館管理費でございますが、前年比226万9,000円の減額は、需用費で光熱水費が電気料の増により全体で48万9,000円の増額。177ページで工事請負費が24年度では計上されておりましたが、276万円皆減となっております。また、備品購入費が、管理備品等の購入費で25万円の減額となっております。

　青少年対策費でございますが、246万4,000円の減額となります。内容でございますが、178ページをごらんください。備品購入費で、啓蒙看板として、毎年、青少年問題協議会で決定し、チラシでお知らせしております「あいさつ運動」を促す看板を購入し、各自治会３枚程度の設置をお願いしたいと考え、新たに計上をしております。その他の項目は実績により計上しておりますが、工事請負費が登計原総合運動場児童園地整備の完了により270万円皆減しております。また、例年８月に小学校６年生を中心として神津島へ派遣しておりますが、25年度につきましても、24年度と同様に多摩・島しょ広域連携活動助成金を受けて実施したいと考えております。会計につきましては実行委員会で処理をするため、一般会計では予算の計上は行いませんが、町からの派遣人数等につきましては、今までと同様の規模で実施を予定しております。

　文化財保護費でございます。750万4,000円の増額となります。内容につきましては、文化財保護事業費で、179ページにございます負担金・補助及び交付金の指定文化財等整備事業補助金が746万6,000円の増となっております。25年度では、補正予算でもご説明をさせていただきましたが、東京都指定天然記念物の日原鍾乳洞照明設備改修工事を、同じく東京都指定の小留浦の太子堂舞台基礎石積み改修工事、町指定の普門寺山門・楼門の屋根葺替等補修整備、獅子舞祭具等整備を２団体へ補助を予定しております。そのほかは実績により計上をさせていただいております。

　水と緑のふれあい館事業費は、151万2,000円の減額となります。内容につきましては、180ページをごらんください。水と緑のふれあい館運営事業費ですが、需用費のうち24年度でＰＲ用リーフレット印刷を行った印刷製本費が78万8,000円の皆減、181ページの委託料が実績により計上し30万円の減額、備品購入費が管理用備品の購入減により31万3,000円の減額となっております。負担金・補助及び交付金は、前年度と同額を計上しておりますが、25年度は通年やっておりますイベントのほかに、開館15周年となることから、記念行事も若干計画したいと考えております。

　図書館費につきましては、22万1,000円の減額となります。182ページをごらんください。図書館費の内訳は、予算的には前年度と同様の内容で計上させていただいておりますが、移動図書館事業につきましては、車を小型化し、リクエストを中心とした貸出方式にて実施をしております。現在の図書館の利用状況を分析し、古里・氷川図書館を含めて、さらに利用しやすい図書館を目指したいと考えております。

　美術館費につきましては、78万7,000円の増額となります。内容につきましては、183ページをごらんください。需用費では印刷製本費がせせらぎの里美術館パンフレットの印刷により49万3,000円の増額、光熱水費が電気料の増で14万4,000円の増額。委託料にございますアート・クラフトフェスティバル事業につきましては、各出展者のアトリエでの活動のほか、引き続き学校の授業の一環として芸術に触れさせ、子どもたちの情操教育を育むため体験をさせたいと考えております。また、この事業費が20万円増額しておりますが、フェスティバル実施中、フェスティバルの参加者や出展者から場所がわかりづらいとの声があるため、開催期間中、幟旗等を作製し、掲出するための費用を増額計上させていただいております。

　森林館費でございますが、前年比57万7,000円の増額となっております。184ページをお願いいたします。需用費ではキュービクル修繕費の増により70万円を増額し、185ページの備品購入費で10万円の減額をすることが主な内容で、そのほかの項目は実績により計上しております。

　項の６保健体育総務費でございますが、前年比4,417万2,000円の増額となります。内容につきましては、保健体育総務費が292万5,000円の増額となっておりますが、町民体育祭と歩く大会を隔年で実施をしており、平成25年度は町民体育祭を開催する年であります。186ページをごらんください。委託料のうち町民体育祭運営委託料、町民体育祭放送設備設置委託料、負担金・補助及び交付金で、体育祭実施による自治会に対する町民体育祭運営助成金が増額となるものでございます。町民体育祭の開催につきましては、人口の減少や高齢化等により、実施についてご意見等もございますが、自治会、体育協会などと実施方法を検討し、多くの皆様が集い、一日楽しく過ごせるような大会運営ができますようにしたいと考えております。

　国民体育大会事業費ですが、4,124万7,000円の増額となります。国民体育大会は本大会の年となり、多摩地区を中心として正式競技が37競技、公開競技として３競技の40競技が実施されることとなっております。町では、八王子市、あきる野市、檜原村とともに４市町村でロードレース競技を実施することとなっており、24年９月９日に実施したリハーサル大会を検証し、大会を成功させるため検討を重ねております。町でも、多くの方にご協力をいただき、大会を成功させたいと考えておりますので、ご協力をお願いいたします。

　平成25年度の予算ですが、需用費で消耗品費として10万1,000円を、負担金・補助及び交付金で、国民体育大会実行委員会への補助金として１億1,159万7,000円を計上させていただきました。24年度の当初予算との比較で増額した内容は、昨年実施いたしましたリハーサル大会の運営で、八王子市、あきる野市の交通警備員が、警察との調整により経費が増額したことから補正予算で対応させていただきましたが、25年度予算は、その実績に基づき計上したこと、本大会の競技役員の宿泊費、旅費につきましては開催市町村で負担することが決まっておりまして、それらが主な要因でございます。また、国民体育大会合同配宿業務負担金は、国民体育大会の選手、監督、役員等大会参加者の宿泊施設を一元的に管理し、宿泊施設の割り当てを行い、効率的に宿泊施設を提供することから、宿泊業務を専門業者に委託することとなっており、国体を開催する自治体が、その規模に応じた割合で負担するものでございます。

　体育施設費でございますが、5,982万5,000円の減額となります。187ページをごらんください。内訳でございますが、学校開放事業費につきましては５万円の減額となりますが、学校の運動場、体育館、プールの開放に係る費用につきまして、前年度と同内容の予算計上でございます。

　社会体育施設維持管理費につきましては、101万4,000円の増額となりますが、スポーツ・コミュニティ会館等の維持管理費につきましては、前年度と同内容の予算計上でございますが、188ページをごらんください。工事請負費で奥多摩スポ・コミ会館の排水設備等接続工事として100万円計上させていただいております。

　総合運動場維持管理費の前年度比6,078万9,000円の減額ですが、24年度で施工いたしました総合運動場芝生化工事費の減額によるものでございます。総合運動場の貸し出しについてでございますが、芝生化の工事は完了いたしましたが、芝張りの時期が予定より若干遅れ、完全に根づいていない部分があることから、当初、25年４月からの使用を予定しておりましたが、５月になる予定でございます。施工業者には、芝が根づくまで管理していただき、万全の状態でオープンしたいと考えております。また、189ページの備品購入費につきましては、芝生の維持管理備品を購入するため計上させていただいております。

　以上で、教育費の歳出予算についての説明を終わります。

○地域整備課長（川村　文雄君）　款11災害復旧費でございますが、農業用施設災害復旧費、道路橋梁災害復旧費につきましては、科目の措置でございます。

○企画財政課長（若菜　伸一君）　190ページをお開きください。款の12公債費では、長期債元金償還費２億5,871万8,000円、長期債利子償還費3,356万8,000円、一時借入金利子30万円は、それぞれ見込額を計上するものでございます。

　款13諸支出金では、土地開発基金費70万4,000円は、貸地料と利子分を基金に積み立てるものです。

　款14予備費の1,173万1,000円は、予算調整によるものです。

　200ページをお開きください。継続費についての調書でございます。

　それでは表の左側から、款は商工費、項は観光費、事業名は鳩の巣荘建設事業でございます。その右列、年度は平成25年度、26年度の２カ年事業とするものです。その右、年割額につきましては、平成25年度が３億1,715万円、平成26年度は５億7,085万9,000円で、合計事業費は下段の８億8,800万9,000円です。
　その財源内訳につきましては、２列右へ飛ばしまして、特定財源のその他財源が平成25年度で１億円、平成26年度で２億円、下をごらんいただき、合計で３億円。その右列、一般財源が平成25年度で２億1,715万円、26年度で３億7,085万9,000円、下段をごらんいただき、合計は５億8,800万9,000円です。
　右へ２列飛ばし、当該年度支出予定額は３億1,715万円、その右、当該年度末までの支出予定額も同額でございます。その右、翌年度以降支出予定額は５億7,085万9,000円、右端の継続費の総額に対する進捗率は、平成25年度は35.7％、26年度が64.3％、下段で合計が100％という内容でございます。

　201ページをごらんください。町債の見込みに関する調書でございます。

　最下段の合計欄をごらんください。左から２列目、前々年度末現在高は28億4,510万4,000円、その右、前年度末現在高見込額は27億1,460万4,000円、当該年度中増減見込額のうち当該年度中起債見込額は１億7,200万円、当該年度中元金償還見込額は２億5,871万7,000円、右端は、当該年度末現在高見込額26億2,788万7,000円となっております。

　以上で、議案第32号　平成25年度奥多摩町一般会計予算につきましての説明を終わります。

○委員長（酒井　正利君）　以上で議案第32号の説明は終わりました。

　お諮りします。本日の会議はこれまでとし、明後日、３月14日に引き続き会議を再開したいと思いますが、これにご異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）
○委員長（酒井　正利君）　ご異議なしと認めます。よって、明後日、午前10時より予算特別委員会を再開します。

　本日は、これにて散会とします。長時間ご苦労さまでした。

午後２時47分　散会

奥多摩町議会委員会条例第26条の規定によりここに署名する。

　予算特別委員会委員長
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